
参考様式１

　　　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付対象事業別概要

＜連絡先＞
ＦＡＸ番号 メールアドレス

（漆塚地区活性化計画）

栃木県農政部農村振興課 ０２８－６２３－２３６３

計　画　主　体　名 計　画　期　間

０２８－６２３－２３３７

　　・栃木県
とちぎけん

（代表）

　　・那須町
な す ま ち

Ｈ２２～Ｈ２６年度

noson-sinko@pref.tochigi.lg.jp
担当課 電話番号

那須町農林振興課 ０２８７－７２－６９１２ ０２８７－７２－１００９ norin@town.nasu.lg.jp



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標の設定根拠

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の  算　出
増加率等

定住等の促進に資する基盤整備の円滑化 1年

設定する目標は計画区域における区画整理事業着手までの年数とし、以下により求
めることとする。

計画区域における区画整理事業着手までの年数（年）　＝事業実施後、区画整理事
業の着手までの年数（年）

　漆塚地区は、農地の大部分が不正形な小区画水田のため作業効率が悪く、道路も狭く屈曲していることから大型機械の搬入が困難な状況となっている。また、水路も
用排兼用の土水路であることから、通水不良や排水不良を来たし、維持管理に多大な労力を費やすなど、生産性の低い基盤状況となっている。
　このため、区画整理予定区域における調査、計画、換地、施工等の全ての部門にわたって基本となる地形図作成及び、農地の集団化や担い手の育成・確保を円滑なら
しめる経営体育成促進換地等調整を実施することにより、経営体育成基盤整備事業の円滑な着手を図り、ほ場、農道、用排水路の整備や農地の集団化を行い、作業効
率を向上させ、農業後継者が積極的に農業に取り組めるようにするとともに、担い手への農地の利用集積を推進し、地域住民の定住化や地域の活性化を図っていく。

事業活用活性化計画目標 　　　　　　　　　　　　　増　加　率　等　の　算　出増加率等



（交付対象事業別概要）

Ⅱ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

3,504 1,752 1,752

地区名

漆塚地区

漆塚地区

実施期間
事業実施
主体

H22 那須町

農用地等集団化
（経営体育成促進
換地等調整）

A= 34ha

那須町A= 30ha H23～H24

活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性

　区画整理予定区域における調査、計画、換地、施工等のすべての部門にわ
たって基本となるべき地形図を作成し、経営体育成基盤整備事業漆塚地区の
円滑な着手を図る。

事業メニュー名

地形図作成

602

・必須業務
   1  地区内農地等状況調査
   4  合意形成促進
   5  地区内アンケート調査
   7  地域営農構想作成
  12  換地設計基準作成

・選択業務
   8  経営体育成方針

602  1/21,204
　地区内の分散化された農地の集団化を行い、担い手や後継者の確保と育成
を図り定住化に資するために経営体育成促進換地等調整事業を実施し、経営
体育成基盤整備事業漆塚地区の円滑な着手を図る。

交付金要望
額
（千円）

1,150

交付限度額
（千円）

1,150

交付額算
定交付率

 1/2

全体事業費
（千円）

2,300

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

事業内容

・地形図作成

事業規模等



Ⅲ　優先枠等を活用する事業に関する事項 ・・・該当なし
（交付対象事業別概要）

１　生産製造連携事業計画優先枠

事業メニュー名

２　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠

地区名

３　輸出促進条件整備事業

事業メニュー名

２　再生可能エネルギー供給施設整備優先枠

優先事項の種類 優　先　事　項　に　係　る　事　業　内　容

３　輸出促進条件整備事業

地区名

優先枠の種類 地区名 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容

１　生産製造連携事業計画優先枠

優先枠の種類 優　先　枠　に　係　る　事　業　内　容



Ⅳ　農山漁村活性化プロジェクト支援交付金年度別事業実施計画

連携計画優
先枠関係

再生可能エ
ネルギー優
先枠関係

計画主体名 整理コード

目標番号

山村 過疎 特農 半島 離島 豪雪
急傾
斜地

沖縄 奄美

事業別内容 内訳 H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 1 1 那須町 漆塚地区 13 地形図作成 10 地形図作成　A=34ha H22

H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 1 2 那須町 漆塚地区 14 農用地等集団化 11
経営体育成促進換地
等調整　A=30ha H23～H24

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

合計（Ｆ） H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 999 H26 H22～H24

事業活用活性化計画目標等 1001 10 1

1002

1003

1004

1005

1006

①事業費計（＝（Ｆ）） H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 2001

②ハード事業 H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 1 2002

創意工夫発揮事業 1 2003

附帯事業 1 2004

③ソフト事業 2 2005

創意工夫発揮事業 2 2006

④市町村等附帯事務費 H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 1 2007

⑤都道府県附帯事務費 H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 1 2008

総合計（①＋④＋⑤） H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 2009

 　うちハード事業（②＋④＋⑤） H22 栃木県 90000
栃木県
那須町

90000
94072

1 1 2010

 　うちソフト事業（③） 2 2011

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード） 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

××県 事業費（ハード） 1

都道府県附帯事務費 1

市町村等附帯事務費 1

事業費（ソフト） 2

計画主
体コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務
省））

市 町 村 名 地区名

関連する事
業は１を記
載

輸出促進条件
整備事業

全　　体　　計　　画

事 業 内 容 及 び
事 業 量

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

新規・
変更
の別
新規：
１
変更：
２

都道府
県名

増減率
等

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

都道府
県コード
（地方公
共団体
コード番
号（総務
省））

事業活用活性化
計画目標

地域指定状況
ハード事
業、ソフト
事業の
別
ハード：１
ソフト：２

計画
番号

計画期間
最終年度

事業メニュー名
要 件 類 別
番 号

関連する事
業は１を記
載

事 業 メ
ニ ュ ー
番 号

計画の
提出年
度

ポ イ ン ト
※市町村合計
欄 に 記 入

地域再生計画と
の関連

実 施 期 間

耕作放棄地の
解消に向けた
取組の有無



事業内容及び
事　業　量

仕入れに係る

消費税相当額 事 業 費 交 付 金額 事 業 費 交付 金額 事 業 費 交付 金額 事 業 費 交付 金額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

那須町 2,300,000 1,150,000  1/2 1,150,000 0 0
地形図作成
A=34ha 2,300,000 1,150,000 345,000 805,000 0 100.0 1,150,000 該当なし 2,300,000 1,150,000 0 0 0 0

那須町 1,204,000 602,000  1/2 602,000 0 0
経営体育成促進
換地等調整
A=30ha

0 0 0 0 0 0.0 0 該当なし 0 0 1,204,000 602,000 856,000 428,000 348,000 174,000

3,504,000 1,752,000 1,752,000 0 0 2,300,000 1,150,000 345,000 805,000 0 65.6 1,150,000 該当なし 2,300,000 1,150,000 1,204,000 602,000 856,000 428,000 348,000 174,000

3,504,000 1,752,000 1,752,000 0 0 2,300,000 1,150,000 345,000 805,000 0 1,150,000 該当なし 2,300,000 1,150,000 1,204,000 602,000 856,000 428,000 348,000 174,000

3,504,000 1,752,000 1,752,000 0 0 2,300,000 1,150,000 345,000 805,000 0 1,150,000 該当なし 2,300,000 1,150,000 1,204,000 602,000 856,000 428,000 348,000 174,000

38,000 19,000  1/2 19,000 0 0 24,000 12,000 0 12,000 0 12,000 該当なし 24,000 12,000 14,000 7,000 10,000 5,000 4,000 2,000

32,000 16,000  1/2 16,000 0 0 24,000 12,000 12,000 0 0 12,000 該当なし 24,000 12,000 8,000 4,000 6,000 3,000 2,000 1,000

3,574,000 1,787,000 1,787,000 0 0 2,348,000 1,174,000 357,000 817,000 0 1,174,000 該当なし 2,348,000 1,174,000 1,226,000 613,000 872,000 436,000 354,000 177,000

3,574,000 1,787,000 1,787,000 0 0 2,348,000 1,174,000 357,000 817,000 0 1,174,000 該当なし 2,348,000 1,174,000 1,226,000 613,000 872,000 436,000 354,000 177,000

交付限度額
Ｃ ＝ Ａ × Ｂ
(千円未満は
切 り 捨 て ）

事 業 実 施
主 体

交 付 金 額
(千円未満
は 切 り 捨
て ）

全体事業費
Ａ

事 業 費

交 付
金 額
（千円未満
は切 り捨
て ）

都道府県
費

交 付 金 額
Ｄ

交付額算定
交 付 率

Ｂ 本年度末
進 捗 率
Ｅ

単年度交付限
度 額

Ｃ × Ｅ － Ｄ
（千円未満は
切 り 捨 て ）

前　年　度　ま　で

備 考

市町村費
そ の
他

事 業 費

本　年　度

事 業 費 事 業 費

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

交 付 金 額

翌 年 度 以 降

交 付 金額 平 成 ２ ３ 年 度 平 成 ２ ４ 年 度


